日本法学教育史再考 : 新世代法学部教育の探求のために by 池田 眞朗









































































































































































科大学に改組される直前、司 省法学校 後身である東京法学校（一七年に改名 司法省から独立して文部省
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して、以下のよ に述べる。 「第一に注目すべきは 法 と東京大学の関係である。 典編纂を急ぐ明治日本にとって近代法典を操作できる法律家の養成 焦眉の課題であった。司 省法学校の前身は一八七一
日本法学教育史再考
5（































































































































































































からの発展として大学教育レベルの課程を確立するためにハーバードからの三教授招聘を企てたようであり、「法律は人生必須の学問」という言葉の先に、何か今日にいうリベラル・アーツ論（これについては後述する）などがもっと明瞭なかたちで接続していれば、また違った評価を与えられるのではあるが、そこまでを明治初年の思想家に求めるのはいささか酷というものであろう（もっとも、後述するように、彼の「 」というものの把握とその万人（市民）への啓蒙の姿勢はかなり明瞭であり、現代の法学教育に示唆するところも大き ─ことに、 「市民の自主的なルール創り」という観点は、私自身の新世代法学教育論のキーワードとな ） 。　
とはいえ、慶應義塾においては、かなり早い時期から法律学科目が開講されてはいた。岩谷十郎教授の研究



































































































































































会において進められてきた。それらは、高校生や市民らに 教育を普及させていこうとする方向の試みとしては、相当に高い評価を与えら 。ただ、それらも、私がここで論じよ 「大学法学部での法学専門教育」とは発想においてすでにズレがあるように私は感じてい 。 の点は大村教授自らが、その初期 論考において、 「正攻法として考え れるのは 現代日本の「法学教育」 、とりわけ法 部における
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いうよりも、それを積極的に肯定する。い ゆ 法曹三者 しろ、その他の法律関係の各種士業（司法書士、
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不動産鑑定士、行政書士、宅地建物取引士、社会保険労務士等）は、いずれも、専門性の高いプロフェッショナルなのであって それらの職業に就くためには、レベルの高い国家試験（ないし準国家試験）を突破しなければならず、またそれらの国家試験のレベルの高さが それら 職業に就く者の能力を保証し、それらの職業に対する人々の信頼の根拠ともなる である。そしてそれらの資格に一定の法律知識や法律を使いこなす能力が必要とな のであれば、法学部教育はそのような人材を育成すること も役立たなければならないことは理の当然なのであ 。　
ただ、間違ってはならないことは、法学部が少数のプロフェッショナルを育成する教育に走り、マジョリ




































































































































る（池田真朗『ボアソナード『自然法講義（性法講義） 』の再検討』法学研究五五巻八号（一九八二年） 頁以下参照。ボワソナードの人物像を含めた業績全般については、大久保泰甫『日本近代法の父ボワソナアド』 岩波新書、
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シー） 、 「教育課程編成・実施の方針 （ＣＰ、カリキュラム・ポリシー）及び「入学者受入れの方針」 （ＡＰ、アドミッ ョン・ポリシー） 三つのポリシーを一貫性あるものとして策定し、
 公表するものとされた（改正分は平成

















































『近代日本高等教育研究』一八九頁） 。しかしながら、そこまで対象を拡大すると、本稿の問題意識からいうと議論が拡散し問題の所在が見えにくくなる。本稿ではあくまでも正規の課程を基準と て検討をしようと ている。
（
40） 





















































































































































この段階的法学教育論は、私が日本学術会議の 委員長として取りまとめに関与した報告書 大 の分野
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 本稿校正段階で、 「法の科学」四七号（民主主義科学者協会法律部会編、二〇一六年）の特集「司法制度改革後の法学教育─その危機と再生」に接した。拙著拙稿を引用してくださっている松本恒雄「法学部における法学教育の意義と課題 日本学術会議の議論を手がかりに」 （同号二八頁以下）をはじめ 岡田正則「司法制度改革後の法学教育─その危機と再生」 （同号八頁以下） 、三阪佳弘「日本における「法学部」の歴史的展開」 （同号三八頁以下）等が本稿 問題意識から参考になる。
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